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　　　　 本報告は、「市川市男女共同参画基本計画　第５次実施計画｣に記載されている計画事業について、市川市男女共同参画社会基本条例
　　　第9条第1項に定める平成28年度の進捗状況を表した「年次報告書」です。

○ 所管課自己評価について

進行管理事業について、目標値とその実績から4段階で評価をしています。

□ ： 十分達成できた

□ ： 概ね達成できた

□ ： やや不十分だった

□ ： 不十分だった

○ 主要課題ごとのまとめ（4～5頁）は、成果指標に係るe-モニターアンケートの結果、及び、所管課による自己評価を基に、

4つの評価区分ごとの事業数を掲載しました。

　 　

○ 事業別一覧（6～13頁）は、各事業ごとに平成28年度の内容をまとめたものです。

○ 14～28頁は、各事業ごとの実績報告書の個票です。

∞年次報告に関する説明∞

  2



（１）各種審議会等委員への女性の参画の促進 （39）男女共同参画による家庭の確立

（２）人材情報の整備と提供 （40）専業主婦への家族の協力

（３）広報広聴活動の充実 （41）家庭責任を果たすための学習機会の提供

（４）事業所及び各種団体等における女性の参画の啓発 （42）自立を支える福祉の充実

（５）女性の自立及び自己決定能力の育成への支援 （43）男女が共に安心して暮らす福祉の視点からの街づくりの推進

（６）家庭生活・地域社会等への参画の促進 （44）保育施設の整備、保育内容の充実

（７）市民団体等への活動支援 （45）子育てに関する情報提供と相談体制の充実

（８）男女共同参画を推進するためのインターネットの活用 （46）児童虐待の発生を防ぐ意識と環境づくり

（９）啓発事業の推進 （47）各種相談事業の拡充と情報提供

（10）情報の収集と提供 （48）自立のための支援制度の促進

（11）調査・研究の推進

（12）法令等に関する学習機会の充実 （49）社会参画の促進と生活支援

（13）情報識別・選択能力の向上 （50）高齢者虐待を防ぐ環境づくり

（14）発行物における性にとらわれない表現の促進 （51）介護にかかわる人の育成と確保

（52）施設の基盤整備と内容の充実

（15）相手を大切にする心を育む教育の推進 （53）介護予防への取組の強化

（16）性別にも配慮した平等教育、保育の推進

（17）就学前教育等従事職員への意識啓発・研修の充実 （54）相談事業の充実

（55）相談事業にかかわる人への情報提供と研修の要請

（18）全教育内容における男女平等の意識づくり

（19）自立能力を育成する教育の推進 （56）生涯を通じた健康の管理の意識啓発と情報提供

（20）性に関する教育の充実 （57）医療関係者への意識の浸透と研修の要請

（21）教育関係者に対する研修の充実

（22）男女共同参画意識に基づいた学校運営の推進 （58）健康教育の充実と相談支援

（59）妊娠・出産期における健康支援

（23）家庭における家族の協力、助け合いの意識づくり （60）思春期・成人期・高齢期における健康支援

（24）家庭教育に関する相談事業の充実 （61）女性の健康を脅かす問題についての対策の推進

（25）情報の収集と提供 （62）健康増進施設の充実

（26）学習内容の充実 （63）医療関係機関との連携強化

（27）生涯学習を進めるための施設の充実

（64）あらゆる暴力に対する社会的認識の徹底と対策の推進

（28）就業機会の拡充、再雇用制度の普及促進 （65）性の商品化の根絶

（29）あらゆる分野における働き方への支援 （66）暴力に関する調査・研究

（30）職業意識、職業能力向上のための講座・研修の充実

（31）就業相談等の充実 （67）相談体制の充実

（68）自立支援と更生支援

（32）働く場における男女共同参画の推進 （69）関係機関の連携とネットワーク体制の確立

（33）働く場における母性保護の意識の浸透と制度の充実

（34）働く場における男女の労働条件の向上 （70）国際理解と国際協力

（35）働く場における労働環境の整備 （71）国際交流の推進と民間団体への支援

（36）労働相談の充実

（72）相互理解のための交流活動の推進

（37）仕事と子育て・介護の両立支援 （73）情報提供と相談体制の確立

（38）多様な働き方への支援

（74）庁内推進体制の充実と組織の強化

（75）市民との連携

（76）国・県・関係機関等との連携

（77）施策の推進状況の把握

（78）施策の点検と評価の研究
24．計画の進行管理の充実

７．男女共同参画社会の
　形成を目指す国際的協
　調の推進

21．国際的な協調と相互協力
　の推進

22．在住外国人と共に目指す
　男女共同参画社会10．男女が共に働き続けるた

　めの社会環境の整備

８．男女共同参画を推進
　する体制の整備

23．推進体制の充実

６．人権を侵害する暴力
　の根絶

19．暴力を許さない社会の基
　盤づくり

３．ワーク・ライフ・
　バランスの推進による
　職場における男女共同
　参画の実現

8．就業機会の男女平等に向
　けた支援

20．被害者への相談・支援およ
　び加害者への教育・研修、
　更生支援

9．男女共同参画に向けた雇
　用環境の整備促進

7．地域での男女共同参画を
　進める生涯学習の推進

18．心身の健康づくり体制の
　充実

２．男女共同参画の意識
　づくりと教育の推進

3．男女共同参画社会の形成
　の視点からの社会制度・慣
　行への配慮

13．障害者家庭とひとり親家
　庭等の自立支援

14．高齢者への福祉の充実・
　自立支援

4．就学前教育における男女
　平等教育の推進

15．自立を支援する総合相談
　事業の推進

5．学校教育における男女平
　等教育の推進

５．生涯を通じた健康
　支援

16．生涯を通じた健康の
　管理・保持増進

17．生涯を通じた心身の健康
　づくり支援

6．家庭における男女平等教
　育の推進

１．あらゆる分野への
　男女共同参画の促進

1．政策・方針決定過程への
　女性の参画

４．男女が協力し、支え
　合う家庭の確立と福祉
　の充実

11．生活の場での自立の推進

2．市民活動における男女共
　同参画に向けた支援

12．男女で担う子育ての環境
　づくり

【施　策】【主要課題】 【個別課題】 【施　策】 【主要課題】 【個別課題】

体 系 図
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■主要課題ごとのまとめ

（主要課題ごとに設定した成果指標について）

※主要課題１を除き市川市ｅ－モニター制度によるアンケート結果を成果指標としています。

本市の男女共同参画に関する取組みに
ついて、様々な機会（情報紙、ＷＥＢサイ
ト、講演会等）を通じて、今後も周知を
行っていく。

7　男女共同参画社会の形成を目指す国際
的協調の推進

市川市は外国人が安心して暮らせ
るまちだと考える人の割合

61％ 100％ 61％

東京オリンピック・パラリンピックを控え、
増加が予想される外国人が、「本市が暮
らしやすいまちである」と感じることができ
るよう、お互いの交流を推進していく。

8　男女共同参画を推進する体制の整備
「市川市男女共同参画基本計画」
を知っている人の割合

39％ 50％ 41％

DVや児童虐待など人権を侵害する暴力
の根絶に向け、今後も関係機関と連携し
ながら、啓発活動を行っていく。

5　生涯を通じた健康支援
自分の健康に関心がある人の割
合

82％ 90％ 94％

明るく、活力ある社会の形成に向け、各
自が自分の健康に関心を持ち、健康の保
持増進を図ることができるよう支援してい
く。

6　人権を侵害する暴力の根絶 ＤＶを知っている人の割合 92％ 100％ 90％

社会的役割分担意識をなくし、誰もが自ら
の個性と能力を最大限発揮することがで
きる社会の形成を目指し、今後も積極的
に取り組んでいく。

3　ワーク・ライフ・バランスの推進による職
場における男女共同参画の実現

「ワーク・ライフ・バランス」という言
葉を知っている人の割合

59％ 80％ 61％

持続可能な社会とするため、長時間労働
の是正など働き方改革が推進されてい
る。生産性が高い仕事と充実した家庭生
活を目指し、ワーク・ライフ・バランスを啓
発していく。

4　男女が協力し、支え合う家庭の確立と福
祉の充実

「夫は外で働き、妻は家を守る方が
よい」と考える人の割合

42％ 35％ 43％

社会において男性優位との意見がまだ多
い。男女共同参画社会の実現に向け、男
女が対等な立場で社会参画できるよう、
様々な機会を通じて啓発していく。

1　あらゆる分野への男女共同参画の促進

各種審議会等の女性委員割合
31.3％

（平成28年4月1日現在）
36％

31.5％
（平成29年4月1日現在）

女性活躍推進法が施行され、社会におい
て女性の活躍が期待されているなか、こ
れまでと同様に、政策・方針決定の過程
に男女が共に参画することはとても重要
であることから、女性登用促進について、
今後も積極的に取り組んでいく。

市職員の女性管理職割合
17.3％

（平成27年4月1日現在）
20％

16.9％
（平成28年4月1日現在）

2　男女共同参画の意識づくりと教育の推
進

社会全体において、「男女の地位
は平等である」と考える人の割合

11％ 20％ 14％

今後の取組み等主要課題 成果指標
平成27年度

結果
平成28年度

目標値
平成28年度

結果
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■主要課題ごとのまとめ

（主要課題ごとの実施計画事業評価結果）

1 あらゆる分野への男女共同参画の促進

2 男女共同参画の意識づくりと教育の推進

3

4 男女が協力し、支え合う家庭の確立と福祉の充実

5 生涯を通じた健康支援

6 人権を侵害する暴力の根絶

7

8 男女共同参画を推進する体制の整備

評価別事業数

個別課題15　事業№22「女性のための相談」は、女性相談員
が相談者に寄り添い問題解決に向け、きめ細やかな対応を
行った。また、事業№23「女性弁護士による女性のための無
料法律相談」は、相談件数が伸びなかった。

個別課題23　事業№27「男女共同参画センター登録団体等と
の共同事業の実施」については、男女共同参画センターで活
動する団体との共催事業として5事業10回実施し、目標を達成
した。

男女共同参画社会の形成を目指す国際的協調の
推進

1 0

個別課題8～9は、就労支援に関する講座やイベントのほか文
化会館でワーク・ライフ・バランスセミナーを開催するなど、そ
れぞれでほぼ目標を達成したが、市男性職員の育児休業等
の取得者が少なく目標を達成できなかった。

0

1

ワーク・ライフ・バランスの推進による職場における
男女共同参画の実現

1 1 0 1

0 0

0 0
個別課題19　事業№24「市民等への人権啓発情報の発信」、
個別課題20　事業№25「家庭等における暴力対策ネットワーク
会議の開催」のそれぞれの事業について、目標を達成した。

1 1

個別課題22　事業№26「相互理解のための啓発・交流事業」
については、英語が話せる家族（在住外国人、国際結婚、日
本人）を対象に実施し、目標を達成した。

1 2 0 0

0

0 0 ※個別課題16～18　　進行管理事業はありません。

3 0

個別課題1では、女性の登用に関し、社会全体としてまだ道半
ばということもあり、本市でも実績があまり上がらなかった（事
業№1～3）。また、事業№5では、男女共同参画センターの述
べ利用者数は増えたものの、利用率が下がってしまった。

主要課題

1 1 0

平成28年度の評価
十分達成 概ね達成 やや不十分 不十分

8 2 0 1

個別課題3～6及び事業№16については、ほぼ目標どおり達
成した。個別課題7の事業のうち「情報資料室の充実」（事業
№17）は、近隣に図書館が整備されているため、利用者の増
加は難しく、達成できなかった。

1 2
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■事業別一覧

№

主要課題1　あらゆる分野への男女共同参画の促進

   個別課題1　政策・方針決定過程への女性の参画

1

2

3

4

評価 取組状況、今後の課題等

市川市女性人材登録
台帳の活用

男女共同参画課

市役所内のあらゆる分野に男女双方の意見を反映さ
せることを目的とし、市民等へ市川市女性人材登録
台帳を周知し、意欲や知識、能力のある女性に市川
市女性人材登録台帳への登録を呼びかけ、審議会
等への女性登用促進のため、また、講座や講演会等
の講師としての登用など、活用を図ります。

女性人材登
録台帳への
登録者数

80人

事業名 所管課 事業概要 目標 ２８年度目標 ２８年度実績

やや不
十分

だった

平成28年4月1日現在の調査結果に基づき、目標数値に達し
ていない審議会等について、改善計画書の提出を求めた。
平成29年4月1日現在の調査では、委嘱している審議会等52
のうち、女性委員のいない審議会等は4であった。

女性人材登録台帳の活用を庁内担当部署に要請するととも
に、女性委員登用の意義について周知を図る。

73人
(平成29年3

月31日現在）

やや不
十分

だった

男女共同参画センターで開催された講座やセミナーの講師、
関連団体の関係者に女性人材登録台帳への登録を依頼し、
新規登録者を増やした。また、市公式Ｗｅｂサイトで女性人材
登録台帳の登録を呼びかけた。
平成28年3月末の登録人数は63人。

引き続き、講座の講師等に女性人材登録台帳への登録を依
頼するなどして、新規登録者を増やすとともに、庁内各課に女
性人材登録台帳の活用を働きかける。

【重点】
審議会等への女性委
員の参画推進

男女共同参画課

審議会等において男女がともに参画できるよう、「市
川市審議会等委員への女性登用促進要綱」に基づ
き、女性委員割合が少ない審議会等の担当部署に
対し、女性委員を積極的に登用するよう担当部署に
対し要請を行います。

審議会等の
女性委員割
合

36%
31.5%

（平成29年4
月1日現在）

【重点】
市女性職員の管理職
登用促進

男女共同参画課

市女性職員の管理職が男性職員に比べ少ない現状
を踏まえ、政策・方針決定過程に男女がともに参画す
ることにより市役所内を活性化させ、多様な発想を取
り入れバランスの取れた効果的で高品質な行政サー
ビスを提供できるよう、市女性職員の管理職登用を
積極的に進めます。

市女性職員
の管理職割
合

20% 16.9%
やや不
十分

だった

女性職員の上位職昇任への意識啓発として、副主幹職2～6
年目、主査職2年目以降の「女性職員研修」未受講者を対象
に研修を実施した。主幹職選考試験の女性受験割合が7.4%
で前年度6.0%より増加した。また、課長職選考試験の女性受
験者は7名、受験割合は16,7%で前年度より減少した。

女性管理職登用促進に向けて、職員がキャリアを意識しなが
ら業務に取り組むことができるよう、女性職員研修を行い、ま
ずは、女性職員の昇任試験受験率をあげる必要がある。

【新規】
市職員への男女共同
参画に関する研修の
実施

男女共同参画課

市職員が男女共同参画の意識を持ち、個性と能力を
活かして市役所内を活性化させることにより、質の高
い行政サービスを提供できるよう、市職員を対象とし
た男女共同参画に関する研修を実施します。

市職員への
男女共同参
画に関する
研修の実施
回数

3回 4回
十分達
成でき

た

新規採用職員の研修において、男女共同参画に関する研修
を実施した 。また、女性職員研修の中で男女共同参画の必
要性について研修を行い、ワーク・ライフ・バランスセミナーで
は、市の管理職を受講対象とした。

全ての市職員が男女共同参画に関する研修を受ける機会が
得られるようにするため、研修時期や研修方法等を工夫する
必要がある。
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№ 評価 取組状況、今後の課題等事業名 所管課 事業概要 目標 ２８年度目標 ２８年度実績

   個別課題2　市民活動における男女共同参画に向けた支援

5

6

主要課題2　男女共同参画の意識づくりと教育の推進

   個別課題3　男女共同参画社会の形成の視点からの社会制度・慣行への配慮

7

8
男女共同参画セン
ターロビーの充実・活
用

男女共同参画課

センターの利用団体数は、延べ6,635団体。
講座等の参加者へ男女共同参画センターの利用について案
内するとともに、男女共同参画センターの利用促進を図るた
めパンフレットを関連施設に配布した。

利用率の低い時間帯の利用を促進する。

概ね達
成でき

た

男女共同参画センター情報紙を４回発行したほか、「男女共
同参画週間」「DV防止強化月間」「人権週間」に合わせ広報
いちかわや市公式Ｗｅｂサイトで情報発信したり、男女共同参
画センターで開催される講座やイベントについての情報発信
を行った。

広報紙や市公式Webサイト以外の媒体を利用した情報発信
手段を取り入れていく。

男女共同参画セン
ター使用団体の活動
推進

男女共同参画課

男女共同参画センターは男女共同参画社会を推進
するための拠点施設であることを利用団体に周知し、
継続して利用してもらうことにより、地域での男女共
同参画を推進する。また、施設の有効活用のため、
新規使用団体を増やすための広報を積極的に行う。

男女共同参
画センター利
用率

53% 49.6%／年
概ね達
成でき

た

市民等への男女共同
参画情報の発信

男女共同参画課
市民等が男女共同参画を理解し、地域で男女共同参
画を推進できるよう、広報紙や市WEBサイト等により
男女共同参画に関する情報を提供する。

━ ━
4回

（ｳｨｽﾞﾚﾀｰの
発行数）

男女共同参画セン
ターにおける講演会の
実施

男女共同参画課

市民等が男女共同参画を理解し地域で男女共同参
画を推進できるよう、男女共同参画センターにおい
て、講演会を主催したり、男女共同参画センター登録
団体等との共催により実施します。

男女共同参
画センター主
催・共催講演
会の参加者
数

350人 785人
十分達
成でき

た

主催事業ウィズカレッジ16「ワーク・ライフ・バランスセミ
ナー」、「DV予防啓発セミナー」を実施したほか、男女共同参
画センターの利用団体と共催講座や講演会を実施した。
6事業（主催　2事業　共催　4事業　参加　785人）

集客増加に向けて工夫しながら、男女共同参画センター利用
団体や庁内関係部署と連携し、講演会等を開催していく。

概ね達
成でき

た

毎月１回、ロビーの一部を使用し、仕事と家庭のバランスをと
りながら起業している先輩の方などをゲストに迎え、経験や将
来の展望を聞くなどする座談会形式の講座「いち☆カフェ＠
ウィズ」を実施した。
センター使用団体または一般市民の方々の打合せ等にロ
ビーを提供。国、県、他市、学校、民間の情報チラシを配架、
ポスターの掲示、使用団体の情報交換に活用した。

団体だけでなく、個人も活用できるロビーの配置を工夫し、利
用者の範囲拡大につなげる。

男女共同参画センターのロビーを利用団体相互の情
報交換の場として利用できるよう、整理し充実させま
す。また、男女共同参画に関する講座開催や国・県・
関係機関等の資料を配置して情報提供を行います。

━ ━ ━
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№ 評価 取組状況、今後の課題等事業名 所管課 事業概要 目標 ２８年度目標 ２８年度実績

9

10

   個別課題4　就学前教育における男女平等教育の推進

11

   個別課題5　学校教育における男女平等教育の推進

12

13

概ね達
成でき

た

人権週間中の12月10日（土）ハートフルヒューマンフェスタい
ちかわ2016を開催。講師はオーボエ奏者荒絵理子氏。演題
「多くの方に支えられて」。
参加者アンケートでは、93％の方が「良かった」という回答
だった。

人権イベントに関するPRを積極的に行うほか、教育委員会と
連携し、集客を図る。

【新規】
市職員への男女共同
参画に関する情報の
発信

男女共同参画課
職員一人ひとりが男女共同参画を理解し、市役所内
から男女共同参画を推進できるよう、市職員へ男女
共同参画に関する情報を発信する。

市職員への
男女共同参
画情報の発
信回数

4回 4回
十分達
成でき

た

市職員向け男女共同参画センター情報紙を全4回配信した。
（男女共同参画週間、男性育児休業、人権擁護委員、ＬＧＢ
Ｔ）

男女共同参画に関する時事的な情報について市職員への発
信を継続していく。

 「ヒューマンフェスタい
ちかわ」による人権啓
発

男女共同参画課 人権に関する情報の広報・啓発を行います。

 「ヒューマン
フェスタいち
かわ」への来
場者数

400人 352人

十分達
成でき

た

市立保育園の園長会議で、市川市の外国籍市民が増えてい
る状況を説明し、家族同士での異文化交流を目的とした、男
女共同参画センターのイベントを紹介した。
併せて、各保育園に向けて男女共同参画センターの情報紙
を配布し、保育園関係者に向けて啓発を行った。

男女共同参画センター情報紙による啓発を継続して行く。

人権講演会
の実施校数

　2校 2校

【新規】
人権教室の実施

男女共同参画課
児童が他人の痛みが理解できる心、思いやりのある
心を育めるよう、市川人権擁護委員が小学生（市立
小学校３９校）を対象とした人権教室を実施します。

人権教室の
実施校数

39校

【新規】
市内の保育園や幼稚
園等職員への男女共
同参画啓発

男女共同参画課
市内の保育園や幼稚園等に勤務する職員へ、男女
共同参画の推進に関する啓発を行います。

市内の保育
園や幼稚園
等職員への
男女共同参
画啓発活動
の回数

1回 1回

39校
十分達
成でき

た

人権擁護委員が公立小学校39校から依頼を受けて実施し
た。
また、市立幼稚園1園でも人権擁護委員による人権啓発活動
を実施した。

児童が在学中に人権教室を体験できるよう学校と連携しなが
ら実施に努める。

十分達
成でき

た

人権擁護委員のうち弁護士委員2名が南行徳中学校と塩浜
学園で「人権って、なんだろう？僕たちの人権、私たちの人
権」、「高齢者を大切にする心」の演題でそれぞれ講演会を実
施した。

人権擁護委員と公立中学校との連携を深め、いじめやＳＮＳ
等学校での課題を取り入れながら講演会を実施していく。

【新規】
人権講演会の実施

男女共同参画課
人権の尊さについて理解してもらえるよう、市川人権
擁護委員が中学生（市立中学校１６校）を対象とした
人権講演会を実施します。
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№ 評価 取組状況、今後の課題等事業名 所管課 事業概要 目標 ２８年度目標 ２８年度実績

   個別課題6　家庭における男女平等教育の推進

14

15

   個別課題7　地域での男女共同参画を進める生涯学習の推進

16

17

十分達
成でき

た

父子向けの講座「親子ＤＥクッキング　～父子でクリスマス
ケーキを作ろう～」と題して料理教室を開催。デコレーション
ケーキや豚汁、おにぎりを作った。
参加人数　16人

１回の開催で、より多くの親子に協同作業をしながら楽しめる
講座など開催を工夫していく。

【新規】
家庭教育学級と連携
した男女共同参画セ
ンター事業の実施

男女共同参画課

様々な活動を通じて、個性や能力に応じた子どもの
育成や家族とのかかわり等について学ぶ機会である
家庭教育学級と連携した男女共同参画に関する事業
を実施します。

家庭教育学
級と連携した
男女共同参
画センター事
業の実施回
数

1回 2回
十分達
成でき

た

男女共同参画課のイベントで、家族や子育てについて考える
機会となる「ワーク・ライフ・バランスセミナー」や「ハートフル・
ヒューマンフェスタいちかわ2016」を家庭教育学級の「共通講
座」とし、参加の呼びかけを行った。
家庭教育学級からの参加実績は、「ワーク・ライフ・バランス
セミナー」が8人、「ハートフル・ヒューマンフェスタいちかわ
2016」が23人であった。

今後も、家庭教育学級と連携し、家庭内での男女共同参画、
平等教育に関する講座への参加を呼びかけていく。

【新規】
男女共同参画セン
ターにおける父子向け
講座等の実施

男女共同参画課

家族一人ひとりが協力し支え合う意識を持って家庭
生活を営むことができるよう、男女共同参画センター
において、父子で参加する主催事業や共催事業を実
施します。

男女共同参
画センター主
催・共催の父
子向け講座
の実施回数

1回 1回

十分達
成でき

た

主催講座を10回、共催講座を5回開催した。参加者アンケート
による満足度は87.8％であった。

利用が少ない若年層や男性などを含め幅広い世代の参加を
促す講座を取り入れていく。

不十分
だった

平成29年3月末時点での蔵書数は16,349冊。男女共同参画
関係の情報誌、国・県・他市町村の情報を提供している。
その他、男女共同参画センターで実施する講座や講演会の
テーマに合った図書の紹介コーナーをつくり、様々な分野の
男女共同参画についての啓発を行った。

男女共同参画関連図書の蔵書、資料を収集し、情報提供をし
ていく。

男女共同参画課
男女共同参画に関する書籍・情報を収集し、市民が
学習できる環境を整えます。

情報資料室の充実

男女共同参
画センター資
料閲覧室の
利用者数

800人 452人

男女共同参画に関す
る講座等の実施

男女共同参画課

男女共同参画社会の実現に向けた講座等を男女共
同参画センター主催で行ったり、登録団体等との共
催により実施します。また、男女共同参画センターの
更なる周知や若年層の利用促進に向けた分野の講
座も実施します。

男女共同参
画に関する
講座等の実
施回数

6回 15回
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№ 評価 取組状況、今後の課題等事業名 所管課 事業概要 目標 ２８年度目標 ２８年度実績

主要課題3　ワーク・ライフ・バランスの推進による職場における男女共同参画の実現

   個別課題8　就業機会の男女平等に向けた支援

18

   個別課題9　男女共同参画に向けた雇用環境の整備促進

19

20

   個別課題10　男女が共に働き続けるための社会環境の整備

主要課題4　男女が協力し、支え合う家庭の確立と福祉の充実

   個別課題11　生活の場での自立の推進

21

【新規】
男女共同参画セン
ターにおける就労支援
に関する講座等の実
施

男女共同参画課

個性と能力を活かしながら、仕事と育児・介護・地域
活動等のバランスを取ることができるよう、男女共同
参画センターにおいて、就労支援に関する主催事業
や共催事業を実施します。

 男女共同参
画センター主
催・共催の就
労支援関連
講座等の実
施回数

1回 2回
十分達
成でき

た

仕事と家庭の両立を考え復職や求職を考えている女性を対
象に就労支援セミナーを実施した。また、共催事業「ハッピー
ライフ＆キャリアフェスタ」において、就労支援に関するコー
ナーを設け、相談会を実施した。
就労支援セミナー　（全3回　参加人数　41人）

参加者にとって有益な講座となるよう、内容を工夫して開催す
る。

【重点】
事業者への男女共同
参画啓発

男女共同参画課
事業者に対し、ワーク・ライフ・バランスや男女共同参
画の推進に関する啓発を行います。

事業者への
男女共同参
画啓発活動
の回数

1回 1回
概ね達
成でき

た

ウィズカレッジ16　「ワーク・ライフ・バランスセミナー」（経営戦
略としてのワーク・ライフ・バランス）を市民、企業、市職員を
対象に実施した。
平成28年6月29日（水）　参加人数　303人
市川市文化会館

さらに啓発を推進するため、庁内外の関係部署や関係団体と
連携し、事業を進める。

不十分
だった

職員みんなで支え合い計画（第3次市川市役所次世代育成
支援行動計画）に基づく、ノー残業月間のキャンペーン等によ
りワーク・ライフ・バランスの取り組みを推進した。また、職員
課において、若手職員を対象に育児休業に関する説明会を
実施した。
育児休業　4人　介護休暇　0人

長時間労働を是正し、休暇が取得しやすい職場環境となるよ
う「働き方改革」を推進する。

【重点】【新規】
市職員へのワーク・ラ
イフ・バランスの推進

男女共同参画課

市職員が仕事と育児・介護・地域活動等とのバランス
を取ることにより、質の高い行政サービスを提供でき
るよう、男女それぞれのワーク・ライフ・バランスを推
進します。

市男性職員
の育児休業
と介護休暇
の取得者数

15人 4人

【新規】
生活の場での自立の
推進に向けた講座等
の実施

男女共同参画課

家庭において、家族一人ひとりが家族の一員として
協力し支え合う意識を持てるよう、男性向けの料理教
室など、生活の場での自立の推進に向けた講座等を
男女共同参画センター主催で行ったり、男女共同参
画センター登録団体等との共催により実施します。

生活の場で
の自立の推
進に向けた
講座等の実
施回数

1回 １回
十分達
成でき

た

過去に行った「男性の料理教室」から発足した家事、料理関
係の３団体の協力を得て、全４回の「男性の料理教室」講座
を実施した。
参加人数　17人（延べ64人）

地域とのかかわりの少ない男性が、単身者になっても、周囲
の人たちと協力しあえる関係性を構築するためのきっかけ作
りとなる講座を検討していく。

10



№ 評価 取組状況、今後の課題等事業名 所管課 事業概要 目標 ２８年度目標 ２８年度実績

   個別課題12　男女で担う子育ての環境づくり

   個別課題13　障害者家庭とひとり親家庭等の自立支援

   個別課題14　高齢者への福祉の充実・自立支援

   個別課題15　自立を支援する総合相談事業の推進

22

23

主要課題5　生涯を通じた健康支援

   個別課題16　生涯を通じた健康の管理・保持増進

   個別課題17　生涯を通じた心身の健康づくり支援

   個別課題18　心身の健康づくり体制の充実

相談件数

女性のための相談 男女共同参画課

女性を対象に、相談者自身が悩みの本質に気づき、
自ら解決方法を見つけることができるよう、関係部署
や関係機関と連携を図りながら、問題解決に向けた
相談を女性相談員が行います。

相談件数
━

2,970件
概ね達
成でき

た

複雑化、多様化している相談に対応するため、専門知識や経
験のある相談員の採用に努め、ＤＶ相談の体制整備に取り組
んだ。

今後も一般相談・ＤＶ相談・法律相談により、様々な相談に対
応できるよう、きめ細やかな質の高い相談を行っていく。
相談体制を強化していくためにも、幅広い知識を備えた相談
員の人材確保が必要である。

やや不
十分

だった

毎週水曜日の午後、1日5人まで実施。
一般相談やDV相談で法的支援が必要と判断される場合にも
法律相談を案内した。

相談件数が減少している。女性を対象とした女性弁護士によ
る相談窓口である特性を活かし、引き続き相談窓口の啓発に
努める。

女性弁護士による女
性のための無料法律
相談

男女共同参画課

離婚や調停など法的支援についての助言が必要な
女性を対象に、女性弁護士が無料法律相談を実施し
ます。また、法律相談の利用促進のための啓発を行
います。

170件 123件

11



№ 評価 取組状況、今後の課題等事業名 所管課 事業概要 目標 ２８年度目標 ２８年度実績

主要課題6　人権を侵害する暴力の根絶

   個別課題19　暴力を許さない社会の基盤づくり

24

   個別課題20　被害者への相談・支援および加害者への教育・研修、更生支援

25

主要課題7　男女共同参画社会の形成を目指す国際的協調の推進

   個別課題21　国際的な協調と相互協力の推進

   個別課題22　在住外国人と共に目指す男女共同参画社会

26

人権擁護委員の日
・人権擁護委員による特設相談
・ＤＶＤ上映会
　　①「家族で考えるハンセン病問題」
　　②「あなたがあなたらしく生きるために」（性的マイノリティと人権）

人権週間
・人権原画ポスター展示
・中学生人権作文コンテスト優秀作品をCDに録音し市内公立中学校等
へ配布
・本庁舎前懸垂幕の掲示
・ハートフルヒューマンフェスタいちかわ2016開催

人権擁護委員及び、その活動があまり知られていないため、広報活動を
工夫し、周知していく。

家庭等における暴力
対策ネットワーク会議
の開催

男女共同参画課
福祉政策課
介護福祉課
障害者支援課
子育て支援課

ＤＶ、児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の家庭等
における様々な暴力に対応するため、関係機関等で
構成されるネットワーク会議を開催し、情報の共有化
を図るとともに、連携を強化します。

【新規】
相互理解のための啓
発・交流事業

男女共同参画課

在住外国人と日本人が互いの生活や文化を理解・尊
重し、各種活動に参画でき、安心して暮らしやすい地
域社会をつくるため、関係部署・関係機関等と連携
し、多様な生き方を認め合える意識啓発や交流活動
を行います。

在住外国人
との交流活
動実施回数

1回 1回
十分達
成でき

た

地域で活動するＮＰＯ法人と連携し、在住外国人親子の異文
化交流を目的とした家族での参加型講座を行った。
参加人数　大人15人、子ども13人

講座に参加した在住外国人が、地域に溶け込めるきっかけと
なる講座を企画していく。

　━

家庭等にお
ける暴力対
策ネットワー
ク会議の開

催回数

2回

市民等への人権啓発
情報の発信

男女共同参画課
人権擁護委員の日（6月1日）や人権週間（12月4日～
10日）を中心に、広報等で啓発活動を行います。

━

人権擁護委
員の日、人権
週間に実施し
た各事業を

広報に掲載、
ウィズレター

の発行

概ね達
成でき

た

要綱に基づき、ネットワーク会議を開催し、事例の対応､問題
点、課題等について情報共有を図った。

関係機関、関係部署と共通認識、共通理解を持ち、更に被害
者支援を充実させることができるよう、ネットワーク会議を通じ
て関係部署と連携を強化していく。

十分達
成でき

た
2回

12



№ 評価 取組状況、今後の課題等事業名 所管課 事業概要 目標 ２８年度目標 ２８年度実績

主要課題8　男女共同参画を推進する体制の整備

   個別課題23　推進体制の充実

27

28

   個別課題24　計画の進行管理の充実

29

男女共同参画セン
ター登録団体等との
共同事業の実施

男女共同参画課

地域での男女共同参画を推進するため、男女共同参
画センターを利用し、積極的に男女共同参画を推進
する活動を行っている登録団体等と共同事業を実施
します。

男女共同参
画センター登
録団体等と
の共催事業
の実施回数

5回
（5事業）

10回

十分達
成でき

た

共催事業として、5事業実施した。
①ハッピーライフ＆キャリアフェスタ（ハピキャリフェスタ実行
委員会）＝1回（参加人数　250人）
②～あなたと私の男女共同参画～「健全な食生活1人ひとり
手に「食」をつけましょう」（市川女性の集い連絡会）＝1回（参
加人数　70人）
③女性のための情報&アートスペースベルヴィ（ウィル市川）
＝6回（参加人数　26人）
④市民公開講座「作家が描いた日本の豊な食生活」（ナルク
市川）＝1回（参加人数　79人）
⑤市民公開講座「人は百年働く車です。だからお手入れが大
事です　生活習慣病の防止のために」（ナルク市川）＝1回
（参加人数　29人）

━
概ね達
成でき

た

千葉県内の男女共同参画センターに関する連絡会議や男女
共同参画行政に関する会議に出席し、他市と男女共同参画
に関する情報交換を行った。
その他、千葉・葛南地域で活動する千葉県男女共同参画地
域推進員の事業や事業の報告会にも参加し、近隣市との情
報交換を行った。

参考になる県や近隣市の取り組みは、積極的に取り入れ男
女共同参画センターの運営や啓発活動等に活かしていく。

男女共同参画に関す
る市民意識調査の実
施

男女共同参画課
男女共同参画社会の実現を推進するために、男女共
同参画に関する市民意識の変化を把握できる市民
意識調査を実施します。

社会全体に
おいて、「男
女の地位は
平等である」
と考える人の
割合

概ね達
成でき

た

男女共同参画に関する市民の意識や認識度を把握するた
め、e-モニター制度によるアンケートを実施した。
「夫は外で働き、妻は家を守るほうがよい」に賛成の割合は
42.2％であり前回調査(42.3％)と同程度の結果であった。

男女が互いの人権を尊重して責任をわかち合い、個性や能
力を十分に発揮できる「男女共同参画社会」の推進状況を把
握していくため市民意識調査を継続していく。

20%
14.0%

（e-モニター
アンケート）

男女共同参画に関す
る情報収集

男女共同参画課
千葉県や近隣市等と連携を図りながら、男女共同参
画の推進に関し、情報収集や情報交換を行い、地域
における男女共同参画の推進に努めます。

━ 　━
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市川市男女共同参画基本計画 第 5 次実施計画の総括 

 

第 5 次実施計画は、計画期間を平成 26 年度から平成 28 年度までの

3 年間とし、基本計画の実現に向けた施策を計画的に実施するために策

定したものです。 

 

本実施計画では、基本計画の主要課題、個別課題に合致する事業を

進行管理事業と関連事業に分類し、体系化いたしました。 

 

進行管理事業は、原則として目標及び目標数値を設定して、実施状況

を把握、管理し、その進捗を毎年度、評価、検証し、その結果を市川市男

女共同参画推進審議会に報告するとともに、市民に公表する事業です。

一方、関連事業は、その事業が位置づけられているそれぞれの行政計

画において、主体的に進捗管理していくことといたしました。 

 

また、市民の視点での評価として、主要課題ごとに成果指標（アウトカ

ム指標）を設定し、市川市のｅ－モニターアンケート制度を活用したアン

ケート結果を実績値としています。（主要課題１を除く） 

 

 

 

 

 

成果指標の 3 年間の実績値については、以下のとおりです。 

 

○主要課題１ あらゆる分野への男女共同参画の促進 

成果指標 各種審議会等の女性委員割合 

 

           

       

       

       

 

成果指標 市職員の女性管理職割合 

         

 

 

 

 

 

○主要課題２ 男女共同参画の意識づくりと教育の推進 

    成果指標 社会全体において、「男女の地位は平等である」 

      と考える人の割合 

 

 

 

 目標値 実績値

平成 26 年度 32% 31.3%

平成 27 年度 34% 31.3%

平成 28 年度 36% 31.5%

 目標値 実績値

平成 26 年度 16% 16.0%

平成 27 年度 18% 17.3%

平成 28 年度 20% 16.9%

 目標値 実績値

平成 26 年度 14% 12%

平成 27 年度 17% 11%

平成 28 年度 20% 14%
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○主要課題３ ワーク・ライフ・バランスの推進による職場における男女

共同参画の実現 

   成果指標 「ワーク・ライフ・バランス」という言葉を知っている人の 

割合 

 

 

 

 

 

 

○主要課題４ 男女が協力し、支え合う家庭の確立と福祉の充実 

   成果指標 「夫は外で働き、妻は家を守る方がよい」と考える人の 

割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○主要課題５ 生涯を通じた健康支援 

     成果指標 自分の健康に関心がある人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

○主要課題６ 人権を侵害する暴力の根絶 

     成果指標 ＤＶを知っている人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 目標値 実績値

平成 26 年度 60% 54%

平成 27 年度 70% 59%

平成 28 年度 80% 61%

 目標値 実績値

平成 26 年度 45% 42%

平成 27 年度 40% 42%

平成 28 年度 35% 43%

 目標値 実績値

平成 26 年度 86% 85%

平成 27 年度 88% 82%

平成 28 年度 90% 94%

 目標値 実績値

平成 26 年度 95% 88%

平成 27 年度 97% 92%

平成 28 年度 100% 90%
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○主要課題７ 男女共同参画社会の形成を目指す国際的協調の推進 

   成果指標 市川市は外国人が安心して暮らせるまちだと考える人の

割合 

 

 

 

 

 

 

○主要課題８ 男女共同参画を推進する体制の整備 

   成果指標 「市川市男女共同参画基本計画」を知っている人の割合 

 

 

 

 

 

 

主要課題ごとの成果指標の実績値については、上記のとおり、目標値

を達成することができませんでした。 

しかしながら、3 年間の推移を見てみますと、多くの項目において状況

が前進している傾向が見られます。このことから、男女共同参画推進は、

全体としては動き（歩み）は遅いものの、一歩づつ確実に前進していると   

考えています。 

市では、講座等の事業実施などによる啓発活動については、男

女共同参画を進めるにあたり、いろいろな方法で事業展開していま

すが、市単独では予算・人員に限りがあり、また、男女共同参画の

推進は人の意識変革を伴わなければなりませんので、一気に進め

ることはおのずと限界があります。 

 

国は、生産年齢人口減少社会の到来に伴い、我が国が持続可能

な社会となるよう、いわゆる「女性活躍推進法」を平成 28 年から施

行し、また、経済団体に積極的に働きかけ、社会全体で「働き方改

革」を進めることで、より一層、女性を含めた社会全体での活動を加

速化しようとしています。 

国のこのような動きにより、社会全体で男女共同参画の推進（女 

性活躍推進やワーク・ライフ・バランス推進等）の機運が盛り上がる

ことで、本市の男女共同参画推進が加速化することを期待していま

す。 

 

これからも男女共同参画社会の実現を目指すことで、多くの方に 

「住みたいまち、住み続けたいまち」と感じていただけるよう、次期計 

画であります「市川市男女共同参画基本計画 第 6 次実施計画」に 

掲載されている各事業を着実に進めてまいります。 

 目標値 実績値

平成 26 年度 80% 66%

平成 27 年度 90% 61%

平成 28 年度 100% 61%

 目標値 実績値

平成 26 年度 38% 38%

平成 27 年度 44% 39%

平成 28 年度 50% 41%
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○ 所管課自己評価について

進行管理事業について、目標数値とその実績から4段階で評価しています。

□ ：　十分達成できた

□ ：　概ね達成できた

□ ：　やや不十分だった

□ ：　不十分だった

○ 基本目標ごとのまとめ（4頁）は、成果指標に係るe-モニターアンケートの結果、及び、所管課による自己評価を基に、

4つの評価区分ごとの事業数を掲載しました。

○ 事業別一覧（5～11頁）は、各事業ごとに平成28年度の内容をまとめたものです。

○ 12～28頁は、各事業ごとの実績報告書の個票です。

　

∞年次報告に関する説明∞

　　「年次報告書」は、 市川市男女共同参画基本計画に基づく「第5次実施計画（平成26～28年度）」の一部分である「第2次ＤＶ防
止実施計画｣に記載されている進行管理事業について、「市川市男女共同参画社会基本条例」第9条第1項に定める平成28年度の
進捗状況を表したものです。
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Ｄ
　
　
Ｖ
　
　
の
　
　
根
　
　
絶

　

ＤＶを許さない社会づくり

　

基本目標基本理念

　

安全で安心できる
相談体制の充実

 

　

　
 

実効性のある自立
支援の充実

　
　

　

DV根絶の推進体制
 

基本目標　Ⅰ

基本目標　Ⅱ

基本目標　Ⅲ

基本目標　Ⅳ

 

　

　

　

　

  ５　被害者の安全確保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｐ．２９

   ６　職務関係者の資質向上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ．３１

   ８　子どもに関する支援
                                              Ｐ．３５

     ９　関係機関・関係部署との連携
                                             Ｐ．３８

　
 

    １　ＤＶ防止の啓発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ．２０

取組の方向 　事　　　　業

 
　４　相談業務の充実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　Ｐ．２６

 
　 ７　被害者の生活再建支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　Ｐ．３３

 

　２　ＤＶ予防教育の推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ．２２

 
　３　ＤＶ被害者の発見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ．２３

    　  １．  相談窓口の広報活動の充実
  ２． 外国人に対する相談窓口の周知
  ３． ＤＶ根絶強化月間の実施

  ４． 人権擁護委員との協働
  ５． 若者を対象としたデートＤＶ予防啓発事業の実施
  ６． 学校職員に対する啓発

  ７． 関係部署との連携によるＤＶ被害者の早期発見
  ８． 早期発見のための情報提供
  ９． 通報への的確な対応

 ２１．  DV相談担当職員のスキルアップ
 ２２．  ケース検討会議の実施

 　　　　３１．  家庭等における暴力対策ネットワーク会議の実施
 ３２．  ＤＶ防止ネットワーク実務者会議の実施
 ３３．  ＤＶ防止ネットワーク個別ケース検討会議の実施

 ２７．  子どもの心のケア・発達支援のための関係部署・
　　　   関係機関との連携
 ２８．  就学における支援と配慮
 ２９．  保育園入園における支援と配慮
 ３０．  保育園や幼稚園に従事する職員に対する啓発

 ２３．  住民基本台帳の閲覧制限、児童手当の受給者変更、
　　　　 保険の離脱・加入等のための公的なＤＶ証明書の発行
 ２４．  住宅確保に向けた支援
 ２５．  就労に向けた支援
 ２６．  施設等退所後の継続的支援

　　　　 １０． 支援計画書作成による情報の共有化
 １１．  保護命令申し立てに関する助言・支援
 １２．  女性弁護士による無料法律相談の実施
 １３．  外国人への相談の配慮
 １４．　高齢者・障害者への相談の配慮
 １５．  一時保護施設入所者への訪問面接
 １６．  重篤度の高い被害者への同行支援
 １７．  被害者の個人情報の適切な管理

 １８．  警察との連携強化
 １９．  緊急一時保護の実施
 ２０．　一時保護者、同伴者への同行支援

重点

重点

重点

体 系 図
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■基本目標ごとのまとめ

（基本目標ごとに設定した成果指標について）

Ⅰ ＤＶを許さない社会づくり

Ⅱ 安全で安心できる相談体制の充実

Ⅲ 実効性のある自立支援の充実

Ⅳ DV根絶の推進体制

（基本目標ごとの実施計画事業評価結果）

Ⅰ ＤＶを許さない社会づくり

Ⅱ 安全で安心できる相談体制の充実

Ⅲ 実効性のある自立支援の充実

Ⅳ DV根絶の推進体制

「十分達成できた」が13事業中11事業であり、概ね目標に則した事業の実施ができた。

「十分達成できた」が8事業中8事業であり、目標に則した事業の実施ができた。

評価別事業数

平成28年度の評価

「十分達成できた」が9事業中9事業であり、目標に則した事業の実施ができた。

0 0 0

8 0 0 0

「十分達成できた」が3事業中3事業であり、目標に則した事業の実施ができた。

基本目標Ⅲの施策が進んでいる
と思っている市民の割合

13.1％ 25％

11 1 1 0

9 0 0 0

不十分
だった

20.1％ 50％

3

平成28年度
目標値

100％

配偶者暴力相談支援センターを
知っている人の割合

26.5％ 50％

平成24年度
現状値

（e-モニターアン
ケート）

91％

基本目標

基本目標 十分達成
できた

概ね達成
できた

やや
不十分
だった

DV防止実施計画を知っている人
の割合

DVを知っている人の割合

成果指標 今後の取組み

DVの認知が進むよう、効果的な啓
発の手法を考えていく。

DV被害者に相談窓口が周知される
ようカードやちらしの配布場所を検
討していく。

DV被害者の状況に応じた支援が行
えるよう他部署との連携を強化して
いく。

ＤＶ防止実施計画が周知されるよう
男女共同参画課の実施事業等でお
知らせしていく。

平成28年度
（e-モニターアン
ケート結果）

90％

47％

20％

20％

4



■事業別一覧

№

1

2

3

4

45箇所 102箇所
十分達成
できた

人権擁護委員と
の協働

男女共同
参画課

人権擁護委員との協働による小学生を対
象とした人権教室や中学生を対象とした人
権講演会を行います。

実施校数 41校 41校
十分達成
できた

外国人に対する
相談窓口の周
知

男女共同
参画課

英語・中国語・韓国語・タガログ語・スペイ
ン語のＤＶ相談窓口案内チラシ・カードを
市役所の行政窓口等に置き、外国人のＤ
Ｖ被害者に周知を行います。

配布箇所数 35箇所 40箇所
十分達成
できた

事業名 所管課 事業概要 目標 28年度目標 28年度実績

男女共同参画センター利用者に向けてＤＶに関するアンケート調査
を実施し、ＤＶについて啓発した。

ＤＶ根絶強化月間に併せた啓発活動や広報記事の掲載を今後も続
け、ＤＶ根絶に向けた更なる啓発に努める。

取組状況、今後の課題等

十分達成
できた

[新規]
ＤＶ根絶強化月
間の実施

男女共同
参画課

ＤＶ根絶強化月間である11月に男女共同
参画センターの使用団体へＤＶに関するチ
ラシ・カードを配布し啓発に努め、使用団
体とともに啓発活動を実施します。

ＤＶに関する
アンケート
の回収数

150件 300件

評価

[重点]
相談窓口の広
報活動の充実

男女共同
参画課

DV相談窓口の案内チラシ・カード等を市の
窓口等に配布するとともに市公式Webサイ
トでの周知を行います。

配布箇所数

市内公立小学校39校200学級で人権教室を実施し、前年度と比べ、
8学級減少した。減少の理由は、小学校から依頼される学級数が減
少したことによるもの。
また、中学校2校で人権講演会を実施した。
そのほか、幼稚園1園で人権啓発活動を実施した。

児童や生徒が在学中に人権教室や人権講演会を受講できるよう学
校と連携しながら実施に努める。

平成28年度はカードを手に取りやすいように内容を見直した。市民
の窓口となる庁内40課、市内全公民館16館に加え、市内の診療所
を中心に、医療機関46箇所にDV相談窓口の案内カードを配布し
た。
また、市公式Webサイトでは、「女性のためのあらゆる相談」として案
内している。

継続的に配布し、不足した箇所にはすぐに補充できるような体制を
とる。また、市公式webを含め有効に広報できる媒体などを検討し、
一人でも多くのDV被害者にチラシやカードが届くよう工夫する。

外国人にＤＶ相談窓口がわかるよう、5ヶ国語（英語、中国語、スペイ
ン語、韓国語、タガログ語）のチラシ・カードを市民の窓口となる庁内
40課に引き続き配布した。
また、平成28年度はカードを手に取りやすいように内容を見直し、配
布した。

継続的に配布し、不足した箇所にはすぐに補充できるような体制を
とる。
また、市公式webを含め有効に広報できる媒体などを検討し、一人
でも多くのDV被害者にチラシやカードが届くよう工夫する。

基本目標Ⅰ　ＤＶを許さない社会づくり
取組の方向１　ＤＶ防止の啓発

取組の方向２　ＤＶ予防教室の推進
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№ 事業名 所管課 事業概要 目標 28年度目標 28年度実績 取組状況、今後の課題等評価

5

6

7

8

9
男女共同
参画課

通報は、一般からと医療関係者からに分
けられ、前者は通報者に対し加害者に知
られないよう被害者へ配偶者暴力相談支
援センター又は警察に相談するよう協力を
求めます。後者に関しては、ＤＶ被害者の
状況確認を行うとともに入院等をしている
重篤な被害者には、職員または女性相談
員が当該医療機関に出向き被害者の相談
に応じます。暴力の抑止等の緊急の対応
が必要な場合は警察が対応するため連携
しＤＶ被害者の安全確保を行います。医療
関係者は原則として被害者の通報の同意
が確認できた場合のみ通報を行います。

医療関係や
市民からの
通報件数

－ 9件
十分達成
できた

平成28年度は主に個人からの通報が6件あった。
身に危険があれば直ちに警察を呼ぶこと、ＤＶ被害者が相談できる
状況であれば「配偶者暴力相談支援センター」を案内するように通
報者に助言している。

通報後、ＤＶ被害者からの相談が入ることを視野に入れ、通報時に
得た情報については、配偶者暴力相談支援センターの職員で適切
に共有する必要がある。

十分達成
できた

十分達成
できた

関係部署との連
携によるＤＶ被
害者の早期発
見

男女共同
参画課

市役所の様々な行政窓口でＤＶ被害者を
発見し、速やかにＤＶ相談窓口に案内でき
るよう、窓口専用のＤＶ相談窓口連携マ
ニュアルを活用できるよう関係部署の異動
職員を対象とした説明会を実施します。

十分達成
できた

ＤＶ相談窓
口連携マ
ニュアル説
明会の実施
回数

1回 1回
十分達成
できた

[新規]
通報への的確
な対応

早期発見のた
めの情報提供

男女共同
参画課

学校、幼稚園、保育園関係者へＤＶに関す
るリーフレットを作成しＤＶ相談窓口に案内
できるよう啓発を行います。

研修会実施
回数

1回 1回

[新規]
学校職員に対
する啓発

男女共同
参画課、
指導課、
保健体育
課

小中学校において保健指導を行う養護教
諭や相談業務を行うライフカウンセラーに
対しデートＤＶや暴力に対する正しい理解
や相談窓口の周知を図るため関係部署と
連携し研修会を実施します。

研修実施回
数

2回 2回

若者を対象とし
たデートＤＶ予
防啓発事業の
実施

男女共同
参画課

若者を対象としたデートＤＶ予防啓発リー
フレットを市内高等学校（公立８校・私立７
校）を中心に配布し、生徒・教員・保護者な
どへの啓発を行います。

配布校数 5校 15校

専門講師を招き、小中学校の生徒指導主任を対象に、ＤＶについて
の研修を実施した。また、小中学校のライフカウンセラーを対象に、
デートＤＶについての研修を実施した。

学校職員がＤＶについて正しく理解し、適切な対応が取れるよう継続
的に啓発していく必要がある。

市内の高校1年生約4,200人を対象に、デートDVリーフレットを配布
し啓発に努めた。配布対象は市内の15校。

リーフレット配布のみでなく、研修会や講演会など、より適切な啓発
の手法を検討する。

平成28年度は保育園の管理者である園長に向けて、DVの危険性
に加え、保護者から相談を受けた場合の連携部署・機関についてな
どの説明会を実施し理解を深めた。参加人数は市内の公立保育園
長21人。
説明会では、保育園の職場で活用できるように、ＤＶについての説
明リーフレットや相談窓口案内カード、ＤＶ被害者がいた場合に連携
する窓口について記載されたマニュアル等を配布した。

私立保育園への周知も必要となっている。

平成28年度は、大柏出張所の窓口職員を対象にＤＶ相談窓口連携
マニュアル説明会を実施し、ＤＶ被害者を発見した場合に円滑に連
携できるよう、ＤＶについての説明や相談窓口についての情報提供
を実施した。

ＤＶ相談窓口連携マニュアルについて、市の窓口の状況に応じて適
切に更新する。

取組の方向３　ＤＶ被害者の発見
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№ 事業名 所管課 事業概要 目標 28年度目標 28年度実績 取組状況、今後の課題等評価

10

11

12

13

14
十分達成
できた

高齢者及び障害者でＤＶ被害の疑いのあるケースについては、関係
部署との連絡調整を図り、適切な相談窓口の案内や職員同行での
来所相談を実施した。

相談に来所したが他機関へ送致という2次被害を防ぐため、配偶者
暴力相談支援センターでの相談が適切かどうかを事前に把握し、関
係機関との適切な連携を進める。

高齢者・障害者
への相談の配
慮

地域福祉
支援課、
障害者支
援課

高齢者および身体・知的・精神など障害の
ある被害者に配慮した相談を行い、関係
部署と連携し迅速な対応を図ります。

65歳以上の
高齢者及び
障害者の相
談件数

－ 81件

やや不十
分だった

外国人への相
談の配慮

男女共同
参画課

言葉の壁や様々な生活問題を抱える外国
人に対し相談を実施するとともに通訳者の
派遣を依頼し、外国人に配慮した相談体
制を整えます。

外国人の相
談件数

－ 62件
十分達成
できた

女性弁護士によ
る無料法律相談
の実施

男女共同
参画課

離婚や調停など法的支援についての助言
が必要な場合には、女性弁護士が無料法
律相談を実施します。

相談件数 170件 123件

十分達成
できた

保護命令申し立
てに関する助
言・支援

男女共同
参画課

裁判所に接見禁止などの安全確保に関す
る保護命令を申立てるにあたり、申立て方
法や記載方法についての助言や支援を行
うとともに、裁判所からの求めに応じ、書面
を作成し、安全確保に努めます。

裁判所への
書面の提出
件数

－ 4件
十分達成
できた

[重点][新規]
支援計画書作
成による情報の
共有化

男女共同
参画課

個々のケースの（安全確保を踏まえ）きめ
細かな支援計画書を作成し、職員・女性相
談員が情報や対応を共有し、支援体制を
強化します。

支援計画書
作成数

－ 9件

平成28年度は、一時保護となったケースについて、それぞれの状況
を考慮し、支援計画を立て、関係部署・関係機関と連携しながら計
画的に支援を行った。

支援計画について、職員が共通認識を持つことが必要。また、支援
の経過に応じて、適切に計画を更新していくことが必要。

基本目標Ⅱ　安全で安心できる相談体制の充実
取組の方向４　相談業務の充実

平成28年度は4件の保護命令に対応した。
保護命令についての相談があった場合には、女性相談員が申立て
方法や作成について説明や助言を行っている。
また、保護命令が有効な措置と考えられる相談者についても助言を
行っている。

保護命令に関する相談に対して、職員が適切に対応できるよう制度
についての理解を深め、申立て方法や作成について具体的に説明
や助言を行えるようにする。

毎週水曜日の午後、1日5人までとして実施した。
一般相談やDV相談で法的支援が必要と判断される場合は、法律相
談へ案内している。

相談件数は前年度に比べ減少した。より多くの方に法律相談を有効
活用してもらえるよう、引き続き相談窓口の周知に努める。

通訳者が在籍する市内の国際交流団体の方を中心に、ＤＶについ
ての正しい知識を得るためのＤＶ被害者サポーター養成講座を全2
回実施した。総参加者数は41名。

言語が理由で面接相談に支障がでないよう、速やかに通訳者の派
遣を依頼し日時を調整する。
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№ 事業名 所管課 事業概要 目標 28年度目標 28年度実績 取組状況、今後の課題等評価

15

16

17

18

19

20

[新規]
被害者の個人
情報の適切な
管理

男女共同
参画課

「市川市個人情報保護条例」に基づき、Ｄ
Ｖ被害者の個人情報の適切な管理を行い
ます。

－ － －
十分達成
できた

相談者の情報・相談内容に関しては、相談者以外には情報提供し
ないよう徹底しており、情報漏洩はなかった。
関係機関の支援が必要な場合においては、同意書で相談者の同意
を得た上で、必要な範囲内で他機関へ情報提供している。

個人情報の保護についての手順を守って業務することができるよう
に継続的な研修が必要。

－ 6件
十分達成
できた

シェルターへの一時保護は、主に自宅への帰宅ができない生命・身
体に危険がある相談者で、頼れる親類等がいない場合の緊急対応
として実施している。
シェルター等への一時保護件数9件のうち、警察が対応した件数が3
件で、市が対応したケースが6件であった。

緊急一時保護は、相談者の生活を大きく変えてしまう対応であるこ
とから、相談者に一時保護施設に入所した場合のその後について、
事前に充分説明しておく必要がある。

警察との連携強
化

男女共同
参画課

配偶者暴力相談支援センターとして、警察
と緊密に連携をとりながら加害者から追跡
される危険のある被害者とその子どもの
緊急時の安全確保を行います。

警察と連携
したケース
数

－ 13件
十分達成
できた

緊急に安全確保が必要な場合には、警察と連携し、DV被害者及び
その子どもの安全確保を図った。
また、危険が高まる可能性がある相談者には、どういう状況になっ
たら警察へ連絡するかについても具体的に助言を行った。

警察との連携に向けて、緊急性や危険性の適切な判断が必要。

緊急性が高いケースにおいては、婦人相
談所と連携し、ＤＶ被害者とその子どもに
関する情報を共有し、円滑な一時保護を
実施します。

婦人保護施
設等へ緊急
一時保護を
実施した
ケース数

緊急一時保護
の実施

男女共同
参画課

同行支援を
行ったケー
ス数

－ 4件
十分達成
できた

DV被害者だけでは自立に向けた手続き等が困難なケースにおい
て、相談者の同行支援を実施した。

必要な時に同行支援が実施できるよう、相談体制の充実を図る。

一時保護施設入所者に対して、速やかに訪問面接を実施し、関係
部署と連携し、退所後の自立に向けた支援を行った。

自立に向けた支援においては、関係機関とのより適切な連携が必
要となっている。

一時保護施設に入所中のＤＶ被害者に対
し、被害者本人の意思を尊重し自立に向
けた転居先探しやアパートの賃貸契約な
ど自立に必要な様々な手続きのため外出
する際に安全確保の観点から同行支援を
実施します。

同行支援を
行ったケー
ス数

－ 5件
十分達成
できた

一時保護者、同
伴者への同行
支援

男女共同
参画課

重篤度の高い
被害者への同
行支援

男女共同
参画課

ＤＶの影響で精神的に疲弊している被害者
や、精神に障がいのある被害者に対応し、
自立のための各種手続等を職員又は女性
相談員が関係部署へ同行支援を行いま
す。

一時保護施設
入所者への訪
問面接

男女共同
参画課

市川市居住のＤＶ被害者が夜間や休日に
警察経由で婦人相談所に緊急一時保護さ
れた場合又は他の一時保護施設へ入所し
た場合、それらの入所者に職員又は女性
相談員が訪問面接を実施し被害者の心情
整理や自立に向けた支援を行います。

一時保護者
への訪問面
接を実施す
る割合

100% 100%
十分達成
できた

一時保護施設に入所中の間、必要に応じて同行支援を実施した。

同行支援については、安全に移動できるよう適切に対応する。

取組の方向５　被害者の安全確保
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№ 事業名 所管課 事業概要 目標 28年度目標 28年度実績 取組状況、今後の課題等評価

21

22

23

24

25

十分達成
できた

就労に向けた支
援

男女共同
参画課

再就職に必要なスキルや情報を習得する
セミナーを男女共同参画センターで実施し
ます。また、千葉県ＤＶ被害者等自立サ
ポート事業の講座の活用やハローワーク
やマザーズハローワークを活用できるよう
に情報提供を行う等就労支援の充実を図
ります。

講座等の開
催数

1回 1回
十分達成
できた

住宅確保に向
けた支援

男女共同
参画課

住宅確保について情報提供や助言を行っ
たり、県営住宅・市営住宅等へ優先して入
居できるように証明書を発行します。

賃貸借契約
等の同行件
数及び市営
住宅入居の
ためのＤＶ
証明書の発
行数

－ 5件

住民基本台帳
の閲覧制限、児
童手当の受給
者変更、保険の
離脱・加入等の
ための公的なＤ
Ｖ証明書の発行

男女共同
参画課

住民基本台帳の閲覧制限、児童手当の受
給者変更、保険の離脱・加入等のため、必
要な証明書の申請受付と交付を行いま
す。

ＤＶ証明書
の発行数

－ 162枚
十分達成
できた

概ね達成
できた

処遇困難ケースや危険度の高いケース等
の情報の共有及び支援方法のスキルアッ
プを図り、相談体制の強化を図ります。

会議実施回
数

ケース検討会議
の実施

男女共同
参画課

12回 9回

ＤＶ相談担当職
員のスキルアッ
プ

男女共同
参画課

ＤＶ被害者や同伴の家族について、相談で
の初期対応の重要性や緊急一時保護の
連携フロー、各種法的制度など、きめ細や
かな対応に言及したＤＶ被害者対応の手
引きを活用し、ＤＶ担当職員の質の向上を
図ります。また、国や県主催の研修会に参
加していきます。

研修会参加
回数

3回 9回
十分達成
できた

県営・市営住宅の入居を希望する相談者に優先入居できるよう証
明書を発行している。
平成28年度は、住居確保のための同行支援を1件実施し、公営住
宅入居のためのDV証明書を4枚発行した。

住宅確保に関する情報収集を行い、相談時に提供できる情報を充
実させる。

男女共同参画センター主催講座として「就労支援セミナー」を実施し
た。
また、千葉県が実施している自立支援のための講座についても相
談者の状況に応じて周知した。

就労についての悩みを抱えている相談者に情報提供できるよう、支
援をＰＲすることが必要。

DV担当職員の経験年数やスキルレベルに応じ、内閣府や県主催の
研修会などに参加し、スキルアップを図った。
国が主催する研修会には3回参加（延べ参加人数4人）。県が主催
する研修会には4回参加（延べ参加人数6人）。男女共同参画課独
自で行った研修会は2回（延べ参加人数18人）。

担当職員がスキルアップできるよう、研修会についての情報を共有
し積極的に参加していく。

取組の方向６　職務関係者の資質向上

基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援の充実
取組の方向７　被害者の生活再建支援

処遇困難ケースや危険度の高いケースについて担当職員全体で情
報共有・検討し、職員同士が連携して対応できるようにしている。

処遇困難ケースや危険度の高いケースに対して、円滑に支援でき
るよう連携体制を強化する。

配偶者暴力相談支援センターの業務の一つとして、DV証明書の発
行がある。
DV被害により必要な手続きが受けられないことが無いよう、相談内
容に応じ必要な証明書を発行した。

ＤＶ証明書については、発行数が増加傾向にあるため、正確な事務
処理ができる体制整備が必要。
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№ 事業名 所管課 事業概要 目標 28年度目標 28年度実績 取組状況、今後の課題等評価

26

27

 28

29

30

DV被害に遭い市外へ避難、もしくは市内へ避難したケースについて
は、新しい居住地で速やかに入園できるように関係部署と連携を
図った。

保育園の入園申請については、受付期間に間に合うよう、速やかに
窓口へ繋ぐ必要がある。

児童相談所
や関係部署
との連携数

－ 31件
十分達成
できた

保育園入園に
おける支援と配
慮

男女共同
参画課

ＤＶ被害者が安心して就労できるよう、そ
の子どもの市内の保育園への優先入所に
向けた助言・情報提供を行い、必要に応じ
てＤＶ証明書を保育課へ提出します。ま
た、保育園には加害者対応について助言
を行います。

保育園と連
携したケー
ス数

－ 12件
十分達成
できた

十分達成
できた

十分達成
できた

施設等退所後
の継続的支援

男女共同
参画課

施設退所後及び避難後の自立に向けた支
援の中で、ＤＶ被害者とその子どもの様々
な悩みに対応し、関係部署、関係機関と連
携し継続的支援を実施します。

施設退所者
及び同伴家
族の継続支
援件数

－
3/(全体)9

件
十分達成
できた

就学における支
援と配慮

男女共同
参画課

教育委員会や学校と連携し、ＤＶ被害者の
子どもの転入・転校における支援を行い、
個人情報の取り扱いに配慮します。また、
学校等には、加害者対応について助言を
行います。

義務教育
課、小学
校、中学
校、高等学
校と連携し
たケース数

－ 7件

[新規]
保育園や幼稚
園に従事する職
員に対する啓発

男女共同
参画課

就学前教育等従事職員を対象に、世代間
連鎖を防ぐ観点からＤＶ家庭で育った子ど
もの心のケアの重要性について関係部署
と連携し研修を実施します。

研修会実施
回数

1回 1回

子どもの心のケ
ア・発達支援の
ための関係部
署・関係機関と
の連携

男女共同
参画課

被害者の子どもの心のケア及び健やかな
発達を支援するための相談を実施し、必
要に応じて関係部署や児童相談所と連携
を図ります。

DV被害と児童虐待が併発しているケースについては、子どもの視
点での支援も重要になるため、児童に関する機関や部署と密に連
携した。

加害者を刺激したくないという考えから、子どもへの虐待について相
談できていないケースもあるため、虐待が黙認されないよう適切に
連携していく必要がある。

取組の方向８　子どもに関する支援

DV被害に遭い市外に避難したケース、あるいは、市内に避難してき
たケースについては、子どもが一時的に学校へ通学できなくなって
いることから、新しい居住地で速やかに学校に通学できるように学
校関係部署と連携を図った。

学校を通して、加害者に相談者の居場所が知られることがないよ
う、連携する際は情報を適切に取り扱う必要がある。

一時保護施設等の退所後の自立に向けては、様々な支援が必要に
なることから、相談者の実状に合わせて、関係部署・機関へ情報提
供を実施し、継続的な支援を行った。

継続的な支援に向けて、関係機関との十分な連携が必要。

平成28年度は保育園の管理者である園長に向けて、DVの危険性
に加え、保護者から相談を受けた場合の連携部署・機関についてな
どの説明会を実施し理解を深めた。参加人数は市内の公立保育園
長21人。

保育園や幼稚園従事職員は保護者と関わりを持つことから、DV被
害を発見できる機会があるため、関係部署・機関を適切に案内でき
るようにDVについて啓発していくことが必要。
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№ 事業名 所管課 事業概要 目標 28年度目標 28年度実績 取組状況、今後の課題等評価

31

32

33
十分達成
できた

ＤＶ防止ネット
ワーク個別ケー
ス検討会議
の実施

男女共同
参画課

ＤＶ被害者支援のための情報の共有およ
び関係機関・関係部署との個別ケースの
相互連携を目的とした会議を開催します。

会議開催回
数

－ 6回

十分達成
できた

[重点][新規]
家庭等における
暴力対策ネット
ワーク会議の実
施

男女共同
参画課、
地域福祉
支援課、
障害者支
援課、介
護保険
課、子育
て支援課

ＤＶ、児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待
の家庭等における様々な暴力に対応する
ため、関係機関等で構成されるネットワー
ク会議の代表者会議を開催し、情報の共
有化を図るとともに連携を強化します。

会議開催回
数

2回 2回
十分達成
できた

[新規]
ＤＶ防止ネット
ワーク実務者会
議の実施

男女共同
参画課

ＤＶ被害者支援のため、関係機関・関係部
署との個別ケースの支援方針の確立、支
援の経過報告およびその評価を行い、新
たな情報を共有することを目的とした会議
を開催します。

会議開催回
数

2回 2回

要綱に基づき、ネットワーク実務者会議を開催し、事例の検証、問
題点、課題等について実務に即した内容で協議した。

ＤＶ被害者に関わる機関や担当課の担当職員が、被害者が置かれ
る状況や抱える課題について、共通認識を持てるような会議方法の
検討が必要。

要綱に基づき、ネットワーク会議を開催し、関係機関等で対応した事
例の検証、問題点、課題等につい情報共有を図った。

社会情勢の変化や組織体制の変化に対応した適切な協力体制の
維持が必要。

緊急性が高いケースや対応が困難なケースについて、関係機関が
集まりケース検討会議を行った。
ただし、相互連携が必要なケースのほとんどはケース検討会議の
形式をとらず、担当職員が随時関係機関と情報共有しながら密接に
連携し対応した。

緊急性の高いケースに関しては、速やかな相互連携が必要である。
一方で、計画的支援が必要であり、且つ、時間的余裕のあるケース
に関しては個別ケース検討会議を活用したDV被害者の支援も必要
である。

基本目標Ⅳ　ＤＶ根絶の推進体制
取組の方向９　関係機関・関係部署との連携
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市川市男女共同参画基本計画 第 2 次ＤＶ防止実施計画の総括 

 

第 2 次ＤＶ防止実施計画は、基本計画の主要課題６ 人権を侵害する

暴力の根絶実現のうち、ＤＶ施策の実施に関するもので、「配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に基づく市町村基本計

画に相当するものとして、計画期間を平成 26 年度から平成 28 年度まで

の 3 年間とし策定したものです。 

 

本ＤＶ防止実施計画において、本市のＤＶ施策に関する事業を体系化

し、計画的に実施していくものです。 

 

本ＤＶ防止実施計画の事業は、その達成状況について進行管理を行

い、その進捗を毎年度、評価、検証し、その結果を市川市男女共同参画

推進審議会に報告するとともに、市民に公表することとしています。 

 

また、市民の視点での評価として、基本目標ごとに成果指標（アウトカ

ム指標）を設定し、市川市のｅ－モニターアンケート制度を活用したアン

ケート結果を実績値としています。 

 

 

 

 

 

成果指標の 3 年間の実績値については、以下のとおりです。 

○基本目標１ ＤＶを許さない社会づくり 

成果指標 ＤＶを知っている人の割合 

 

 

 

 

 

 

○基本目標２ 安全で安心できる相談体制の充実 

   成果指標 配偶者暴力相談支援センターを知っている人の割合 

       ※平成 28 年度は、市川市の相談窓口（配偶者暴力相談支援

センター）を  知っている人の割合 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 目標値 実績値

平成 26 年度 95% 88%

平成 27 年度 97% 92%

平成 28 年度 100% 90%

 目標値 実績値

平成 26 年度 30% 24%

平成 27 年度 40% 22%

平成 28 年度 50% 47%
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○基本目標３ 実効性のある自立支援の充実 

   成果指標 基本目標Ⅲの施策が進んでいると思っている市民の  

割合 

 

 

 

 

 

 

○基本目標４ ＤＶ根絶の推進体制 

   成果指標 ＤＶ防止実施計画を知っている人の割合 

 

 

 

 

 

 

基本目標ごとの成果指標の実績については、上記のとおり、目標値を

達成することができませんでした。 

しかしながら、3 年間の推移を見てみますと、それぞれの項目において

状況が前進している傾向が見られます。 

その中でもＤＶを知っている人の割合は 90％と高く、広く社会で認知さ

れていることがわかります。 

また、相談窓口の設置についても約半数の方が「知っている」と回答を

いただきました。 

 

なお、ＤＶ被害者支援については認知度 20%と低迷していますが、この

なかなか実績値に表れない要因としては、①ＤＶが身近でないと捉え自

分のこととして考えられないこと、②ＤＶ施策について、事業の性質上、Ｄ

Ｖ被害者支援が市民の目に触れることがないことなどが考えられます。 

これらのことから、ＤＶ施策に関するアンケートへの回答を難しくしてお

り、その結果として、実績値に表れないのではないかと考えています。 

 

本市では、皆様にＤＶの正しい知識、理解を深めていただき、ＤＶのな

い社会（ＤＶの根絶）を目指しています。 

次期計画の「市川市男女共同参画基本計画 第 3 次ＤＶ防止実施計

画」に沿って事業を進めてまいりますが、全国的に相談件数が増え続け

ている状況のなか、いまだ声を上げられないＤＶ被害者が多くいると考え

られていますので、支援が必要としている方に確実に相談窓口が伝わる

ように周知を図ってまいります。 

また、既に被害を受けている方については、安全確保を第一に、関係

機関と連携を密にし、きめ細やかな支援を継続してまいります。 

 目標値 実績値

平成 26 年度 15% 12%

平成 27 年度 20% 10%

平成 28 年度 25% 20%

 目標値 実績値

平成 26 年度 30% 15%

平成 27 年度 40% 13%

平成 28 年度 50% 20%
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資料３
①主催事業

№ 主要課題 事業№ テーマ 対象 講座名 回数

1 全般
№7
№15

共同参画
時事教養

どなたでも・＜家庭教育学級
＞
⇒H29　親子

ウィズカレッジ’１７ 1

2 ② №7 共同参画 25～45歳の未婚の男女 婚活支援セミナー 1

3 ② №7
共同参画
人権啓発

市民 LGBT講演会 1

4 ② №14 家事育児支援
小学生低学年の子と父・
8組

親子ＤＥクッキング 1

5 ②③
№7
№15
№18

共同参画
就労支援

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ
女性活躍

起業・再就職を考えている女
性。起業した女性、その家族・
＜家庭教育学級＞

ハッピーライフ＆キャ
リアフェスタ

1

6 ②③
№7
№17

共同参画
女性活躍

結婚や出産等で離職した方、
子育て等で仕事から離れてい
る方、起業に興味のある方

いち☆カフェ＠ウィズ 12

7 ②③
№7
№18

共同参画
ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ

女性活躍
経営者・人事担当者・市民

ワーク・ライフ・バラン
スセミナー

1

8 ②③
№7
№18

共同参画
ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ

女性活躍

0歳～3歳の子を育児する父
親・母親

ママパパ講座
（まいまいルーム）

1

9 ③ №17
就労支援
女性活躍

就職等社会参加を考えている
女性

就労支援セミナー 6

10 ④ №20
自立支援
地域活動

男性(16人) 男性の料理教室 4

11 ⑤ №23 健康 市民 健康のための講座 1

⑥ － 暴力の根絶

ＤＶ防止計画 №2 ＤＶ防止

13 ⑦ №27 国際的協調 在住外国人・市民
在住外国人との交流
会

1

33

②共催事業

№ 主要課題 事業№ テーマ 対象 講座名 回数

14 ② №7
共同参画
地域活動

女性を中心として市民全般 未定 1

15 ④ №20 地域活動 高齢者を中心として市民全般 未定 1

⑥ － 暴力の根絶

ＤＶ防止計画
№1
№29

ＤＶ防止

8

③その他、計画に位置づけている事業など

№ 主要課題 事業№ テーマ 対象 講座名 回数

17 ① №2
共同参画
女性活躍

市職員（副主幹・主査）
⇒H29　副主幹

女性職員研修 3

18 ②⑥
№15
№25

人権啓発 市民・＜家庭教育学級＞
ﾋｭｰﾏﾝﾌｪｽﾀいちかわ
2017

1

19 ③ №17
就労支援
女性活躍

女性・市民
Iｃｈｉｋａｗａ女性のため
の起業セミナー2017

1

20 DV防止計画 №16 DV防止 女性相談員･関係機関 ｽｰﾊﾟｰﾋﾞｼﾞｮﾝ研修 1

21 DV防止計画 №16 DV防止 教職員 教職員向け研修 1教職員のDV等に関するスキルアップのための研修を行う

高齢者を中心として、地域への社会参加への機会等を提示し、活性化を図る。（ナルク市川との共催）

庁内の女性管理職登用を促進させるため、女性職員を対象に研修を行う。

女性 ベルヴィ（ﾊﾝﾄﾞﾘﾌﾚ） 6

DV相談担当職員のスキルアップのための研修を行う

中学生人権作文コンテスト優秀作品朗読、ハンドベル「すずらん」演奏、著名人による人権講演をつうじて、参加者が人
権に関心を持つ機会とする。

基調講演や先輩女性起業家の経験談を聞くことで、やる気を高め、起業への具体的な第１歩を踏み出すことを支援す
る。（経済部商工振興課主催事業）

主旨・内容

在住外国人と日本人が多様な生き方を認め合い、各種活動に参画でき、安心して暮らすことのできる地域社会をつくる
ため、相互理解のための啓発・交流活動を行う。

12 ＤＶ根絶に向け、市民一人ひとりがＤＶについて理解し正しい知識を持つための機会とし、啓発を行う。

16
日々の生活に疲れている女性に癒しの空間を提供しすることで、活力ある生活を取り戻す機会とする。（ウィル市川との
共催）

主旨・内容

女性の地位向上を目的に設立された「市川女性の集い連絡会」との共催事業を実施するこで、男女共同参画の推進を
図る。

DV予防啓発セミナー
（DV被害者ｻﾎﾟｰﾀｰ養
成講座）

2

平成29年度　男女共同参画センター講座事業実施計画
主旨・内容

結婚や出産を機に離職した方や子育て中で仕事から離れている方に、ロールモデルを提示したり、ワーク・ライフ・バラ
ンスや時間の使い方を学んでいただき、自分を見つめ直して地域で仲間と共に、地域での活動や復職など新たな一歩
を踏み出せるよう支援する。

父子で楽しく料理を作りながら、男性の家事・育児への参画を促し、男女が協力し支え合う家庭の確立を目指す。

男性に料理の楽しさを体得してもらうことで、自立を促す。また、グループ作業により、参加者同士の交流から地域活動
への参画につなげる。

少子化の原因の一つである未婚化や晩婚化の解消に向け、出会いの場を提供し、参加者同士の交流を促して婚活を
支援する。

仕事や子育て、介護、自己啓発、地域活動など様々な活動を自分の希望するバランスで展開できるよう、ワーク・ライ
フ・バランスの啓発を行う。

毎年6月23日～29日の男女共同参画週間に合わせ、男女共同参画に関する学習会等を専門家を招いて開催し、男女
共同参画社会とは、男性にとっても女性にとっても生きやすい社会を目指すものであることを理解してもらう。

基本計画　主要課題5「生涯を通じた健康支援」については、これまで保健センターが中心に事業展開してきたが、当該
分野における男女共同参画センターでの事業がなかったことから、第6次実施計画で進行管理事業に位置づけ実施す
るもの。

女性の社会進出を促進し地域の活性化を図るため、ロールモデルの提示や活躍の場の提供により、女性の復職や起
業、社会参画を支援する。
※男女共同参画センターでの開催で集客が伸びなかったことから、平成28年度より、当イベントの認知度を上げるた
め、会場をコルトンプラザに移し2回目。

共働き世帯の増加にともない、母親だけでなく父親への両立支援は必須である。また、市内南部は地域的に転出入世
帯や核家族も多い。本講座では父親の家庭参画推進と夫婦での子育てを推進し、子育て世代がワーク・ライフ・バラン
スについて考える機会を提供する。

今の自分をワンランクアップさせるために必要な術を学び、それらを地域活動や経済活動に活かしながら生き生きと自
分らしく過ごすことができる男女共同参画社会づくりの一助とする。

誰もが暮らしやすい社会となることを目指し、性的マイノリティ（LGBT）について理解し正しい知識を持つための機会と
し、啓発を行う。

市民・通訳者
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